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景観審議会
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２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
（１）景観まちづくりプランの概要
（２）景観計画の概要
（３）「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群包括的保存管理計画
（４）新「景観計画」の構成
（５）景観計画目次構成（案）

３．作成方法について
（１）作成の流れ
（２）スケジュール案
（３）想定している課題と対応方針について



１．景観審議会について

○宗像市景観条例
第１節 宗像市景観審議会
（宗像市景観審議会）
第５３条 本市における良好な景観の形成を推進するため、宗像市景観審議
会を置く。
２ 審議会は、この条例の規定によりその権限に属する事項のほか、市の景
観施策に関する重要事項について、市長の諮問に応じて調査審議を行うもの
とする。
３ 前２項に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、規則で定める。

（１）宗像市景観審議会の役割
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○宗像市景観条例施行規則
第５章 宗像市景観審議会
（組織）
第４８条 条例第５３条第１項に規定する宗像市景観審議会（以下この章に
おいて「審議会」という。）は、１２人以内の委員をもって組織する。
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
（１）知識経験を有する者
（２）市民代表
（任期）
第４９条 委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間
とする。ただし、委員が任命されたときの要件を欠くに至ったときは、その
委員は、解職されるものとする。
２ 委員は、再任されることができる。
（会長及び副会長）
第５０条 審議会に、会長及び副会長１人を置く。
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたと
きは、その職務を代理する。
（会議）
第５１条 審議会の会議は、会長が招集する。
２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決すること
ができない。
３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき
は、会長の決するところによる。
（出席の要求）
第５２条 審議会は、必要があると認めるときは、市の職員その他必要と認
める者に対し、審議会への出席を求め、説明又は意見を聴取することができ
る。

○「この条例の規定によりその権限に属する事項」について

内容
条例における
規定条文

１ 景観まちづくりプランの策定・変更に対する意見 第５条第２項

２ 景観計画の策定・変更に対する意見 第７条、第８条

３
景観計画の不適合行為に係る指導・助言に対
する意見

第15条

４
景観計画の不適合行為に係る勧告・命令に対
する意見

第16条

５ 上記の勧告に係る公表に対する意見 第17条第２項

６
景観重要建造物又は景観重要樹木の指定・解
除に対する意見

第19条

７ 準景観地区の指定・変更に対する意見 第20条

８ 準景観地区内の制限の適用除外に対する意見
第21条第１項・第２項、
第32条第１項・第２項、
第42条第２項

９
準景観地区内の非適合行為に係る助言・指導
に対する意見

第26条、
第36条、
第46条

10
準景観地区内の非適合行為に係る命令に対す
る意見

第27条、
第37条、
第47条

【備考】３及び９以外は、意見を聴くことが必須となっている。



２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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・景観まちづくりの在り方の骨格を示すものとして、平成２６年７月策定。
・市の最上位計画である「宗像市総合計画」に即して計画を作成するとともに、「都市計画区
域マスタープラン」や「宗像市都市計画マスタープラン」との整合、「宗像市環境基本計画」
との調和を図る。
・期間は令和７年３月までとし、１０年ごとに見直しを行う。

（１）宗像市景観まちづくりプラン（任意計画）の概要

■上位関連計画との関係性 ■プランの期間



２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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（１）宗像市景観まちづくりプラン（任意計画）の概要

海・山・川と歴史がつながる「むなかたの景観」を市民全員で守り育てる

方針① 地域特性に応じた景観まちづくり

方針② 「つながり」を大切にした景観まちづくり

方針③ 市民が主体となった景観まちづくり

１）景観まちづくりの目指す姿

【景観形成方針図】

２）景観まちづくりの基本方針
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・「宗像市景観まちづくりプラン」を踏まえ、エリアや軸、景観重点区域それぞれにおける景
観形成の方針や、建築・建設行為、開発行為等を行う際の景観形成のルールを定めたもの。
・平成２６年７月策定（平成２７年９月変更：景観重要公共施設の指定）
⇒実質的な景観形成のルール（区域・行為の制限に関する事項）を定めている。
⇒計画期間の定めはなし

（２）宗像市景観計画（法定計画）の概要

■景観計画の構成 ■景観重点区域の区域区分と視点場の位置

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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◆行為の制限 ※建築物の景観形成基準（抜粋）

◆景観形成基準

① 形態意匠の制限 ② 高さの最高限度制限

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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◆色彩基準 ※建築物の景観形成基準（抜粋）

マンセル値を用いた

色彩基準を設定
（例）１０ＹＲ ８／３

色相 明度 彩度

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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■高さの最高限度■

重点区域Ⅰ：１０ｍ以下
重点区域Ⅱ：１３ｍ以下
重点区域Ⅲ：周囲から突出しない高さ

◆行為の制限 ※建築物の景観形成基準（抜粋）

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について



◆景観計画の実績（届出状況：民間・官公庁）

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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◆景観計画の実績（届出状況：民間）

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について
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4-2-3 緩衝地帯の管理方法
（１）緩衝地帯の法的保護
陸域については、都市計画法、自然公園法、森林法、農業振興地域の整備に関する法律等に基づいて土地利用規制を設けている。
陸域の中で主体となる法令は景観法であり、宗像市、福津市が景観法に基づき定める景観計画、景観条例によって緩衝地帯を景観重
点区域に位置づけ、一定規模を超える建築物、工作物の新築、増改築、土地の形質変更、木竹の伐採行為等について、事前に宗像市、
福津市への届出を義務付けており、建築物、工作物等の高さ、色彩、形態、意匠等に関する景観規制、誘導している。また、構成資産
内外の重要な眺望景観を保全するために構成資産内外に視点場を設定し、各構成資産間の眺望を阻害する要因を抑制するとともに、
資産と一体となった景観の保全、形成を図っている。さらに、構成資産間をつなぐ道路や港湾、漁港や関連する施設など重要な公共施
設を景観法に基づく景観重要公共施設に指定し、整備方針・基準を設けて積極的な景観整備に取り組んでいる。なお、大島では、より
法的拘束力のある準景観地区に指定しており、認定・許可手続きによって景観規制・誘導している。

（３）「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群 包括的保存管理計画

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について



・策定当時は「景観まちづくりプラン」で景観まちづくりの方向性を先に固め、
そのあとに「景観計画」で区域や行為の制限を決定

・「景観まちづくりプラン」と「景観計画」を別に定めている自治体は少数派
「プラン」を別に策定していた福津市、古賀市は「景観計画」策定にあわせ「プラン」を廃止

⇒ ・「景観まちづくりプラン」は任意計画であり、策定義務はない
・景観形成に関する方針が、２つに分かれていると一体性を感じにくい

⇒ 「景観まちづくりプラン」の理念部分を引き抜き、
新「景観計画」として一本化

※ 条例で「景観まちづくりプラン」について規定しているため条例改正が必要

（４）新「景観計画」の構成

景観まちづくりプラン

理念部分

景観計画 新 「景観計画」

景観まちづくりプランの
理念部分 と
景観計画の規制部分
を一冊にまとめ
新「景観計画」とする
（総量としては圧縮する）

規制部分

理念部分

規制部分
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２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について



章立て 景観まちづくりプラン 景観計画

第1章 景観計画とは
計画策定の背景・目的､これまでの経緯・取組み､計画期間､景観計
画の区域等

各プラン・計画の第1章を組み込みながら、これ
までの経緯等を適宜追加

第２章 宗像市の景観特性と課題の整理
本市の景観特性､本市の課題､現状整理（届出状況の整理、景観まち
づくりの状況など）

第2章に現状整理分を
追加し、現状にあわせ
た課題の整理

第３章 良好な景観形成に向けた方針
景観まちづくりの目指す姿､景観まちづくりの基本方針､景観の将来
像､
景観形成に関する方針

第3章を基本的に踏襲
（協議内容に基づき修
正）

第2章を基本的に踏襲
（必要に応じて8エリ
ア・3軸を見直し、協議
内容に基づき修正）

第４章 行為の制限に関する事項
景観形成一般区域･景観重点区域の景観形成基準､届出･認定･許可対
象行為､手続きの流れ

第3章の内容を検討結果
に基づき修正

第５章 景観資源等の活用に関する事項
景観重要建造物・樹木に関する方針､景観重要公共施設に関する方
針､屋外広告物に関する方針

第4章の内容を検討結果
に基づき修正

第6章 計画の推進体制
景観まちづくりの推進方策､推進組織の構築､景観アドバイザー制度

第4章の内容を協議内
容に基づき修正

第5章の内容を協議内容
に基づき修正

（５）宗像市景観計画目次構成（案）
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※景観まちづくりプランと景観計画を統合

２．景観まちづくりプランと景観計画の統合について



３．作成方法について
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現計画の評価

新
「
景
観
計
画
」

R6

市民アンケート調査
(経営企画課)の分析

R5

景観届出状況

R6

課題の抽出

R5

担当課へのヒアリング

市民アンケート調査(都
市計画課)の実施･分析

関係団体への調査

各計画との突合(推進す
る施策との整合整理)

R6

課題の設定

対応策の検討

素案作成

景観審議会にて協議

（１）作成の流れ

・毎年実施しているアンケート調査
・対象は市内全域
・景観に関する設問を分析

・市民アンケート調査は、玄海・大島
地区など景観重点区域を対象に実施
・対象は１５００世帯（回収率３～４
割程度を想定）

・関係団体への調査は、景観重点区域
の各コミュニティや、住宅関連業者
（建築、不動産、電気、水道等）の関
連団体を予定



５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第１回景観審議会
開催時期：令和6年6月24日

進め方、構成、作成方法

第２回景観審議会
開催時期：令和6年8月予定

10年間の振返り、
課題の整理と抽出、
対応策の検討

第４回景観審議会
開催時期：令和6年12月予定

計画の素案、条例改正素案の
確認

第５回景観審議会
開催時期：令和7年2月予定

パブコメ結果報告

第３回景観審議会
開催時期：令和6年10月予定

改定箇所の素案

世

検

1～3章変更方針案 4～6章 規制内容、条例検討 規制内容、条例検討、全体調整

地元ヒアリング

世界遺産
専門家会議

パブリックコメント市民アンケート

アドバイザー会議
開催時期：令和6年6月10日

世

検

世

検

世

検

世

検

アドバイザー会議
開催時期：令和6年8月

アドバイザー会議
開催時期：令和6年10月

アドバイザー会議
開催時期：令和6年12月

アドバイザー会議
開催時期：令和6年2月

都市計画審議会

議会

都市計画審議会

世界遺産
専門家会議

世

検

：世界遺産関係者協議

：検討会議（庁内）
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目指すべき景観像・イメージ像の再確認

３．作成方法について

（２）スケジュール案
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課題 対応方針

目指すべき景観像の共有不足 目指すべき景観像の再共有

景観と商業活動・観光振興との調和 景観形成基準（屋根形状、高さなど）の見直し検討

景観と脱炭素社会の推進との調和 脱炭素社会の実現と景観保全を両立する対策の検討

■庁内ヒアリング結果より

（３）想定している課題と対応方針について

３．作成方法について

＊【フラット３５】住宅仕様実態調査報告の概要（住宅金融支援機構）

（背景１）
・当初は周辺地域の屋根形状を調査し、多数を占める屋根形状を誘導している
⇒景観に与える影響から屋根形状などの形態意匠を決定していない

【背景および社会状況の変化】

（背景２）
・社会情勢の変化により、太陽光発電施設設置の増加
⇒太陽光発電効率に有利な片流れ、段違いの屋根形式が全国的に増加
⇒今後も国の施策により増加が見込まれる

（背景３）
・４９５号沿線が都市計画マスタープランで沿道商業地としている
⇒世界遺産登録の影響などにより、道の駅を訪れる人が多い状況が継続して
いるなど、沿道商業地としてのポテンシャル向上

◆背景２（屋根形状の割合（全国））

◆背景３（景観計画・都市計画マスタープランの位置づけ）

景観計画

都市計画マスタープラン

沿道商業地

◆背景１（屋根形状について）


